
｜ 新たな「三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する基本計画」中間案（概要） 別添 1-1 

第1章計画策定の替え方 第2章三璽県の農業及び農村をめぐる情艶
1 .策定の趣旨

農業生産を取り巻く情勢の変化に対応し、食や農に対する県民の多様化する期
コ 待に応えていくとともに、将来にわたって農業が持続的に堂まれる農村地域の確立

に向け、めざすべき将来の姿とそれを実現するための施策の総合的かつ計画的な推
進をはかるための基本的な計画として、策定するロ

1 .食と農業及び農村を取り巻く環境の変化
．地方創生の取組の本格化
－日本産食品への海外の需要の高まり

2.三重県の農業及び農村の現状と課題
( 1）耕地
・直近10年間で耕地面積の約4.6%の約2,900haが減少。

2.計画の性格
県の食を担う農業及び農村の活性化に関する施策の基本となる計画であるととも

に、農業者、関係機関をはじめ、消費者の方々の参加を得るなかで、三重県の
「食」と「農」の活性化を進める指針となるもの。

3.計画の期間
平成28年度（2016年度）から10年後を男通す。

第3寧基本方針

1 農業及び農村の活i

・都市と農村を行き交う田園回帰の新たな動き
．消費者ニーズが多様化・高度化
・女性の活躍が拡大
・農業・農村の多様な可能性への期待の高まり
．防災・減災対策の強化を求める声の高まり
・農地中間管理事業の創設などの国の農政改等
・本県では、 「食」の魅力の発信等により、食の産
業振興を展開

， 

・平成22年に、耕作放棄地は耕地面積の約11.7%、7.223halこ。
(2）農業者
・農業就業人口は、平成26年までの直近9年間で約35%減1>。1・

(3）農業生産
ー平成25年の農業産出額は、平成12年と比較して16.5%減少して
いるが、平成17年と同水準の1,114億円。

(4）農村社会
・高齢化、 人口減少により多面的機能の発揮に懸怠。
・野生鳥獣による農作物被害は、依然として深刻な状況。

・時 ・一 φ ．． 、 、

I ( 1 ）農業及び農付l ド計画の見直しにあたっての基本視点 (3）めざすべき将来の姿
①食料の持続的1 3点を男直しの基本視点とする。 ①安全 ‘・安／~＼な農産物が安定的に供給されている姿
②多面的機能の多 業の核となる 「ちうかる農業」の実現に向けた取組の展開 ②農業の未来を切り拓いていく雇用力のある農業経営体が育成されている姿
③地域経済と就当 カ未来を切り拓く創造的農業経営に向けた人材育成 ③農村における雇用の確保と所得の向上、多面的機能の発揮が図られている姿

割」による持続的な地域活動の展開 ④食の関連事業者と連携した新たな価値やマーケットが創出されている姿

2 一重県の農業及び 畏開

農業及び農柑の栗 本施策と目標を定める。
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( 1）基本施策 I: 供給 (3）基本施策E：地践の特性を生かした農村の振興と多面的機能の維持・発揮
安全・安I~＼な食料老 、多彩な農畜産物の生産・ 流通体制の強化に取り 地域資源を生かした農村での価値創出や災害に強い安全・安I~＼な農村つ、く り、多面的機能の維持・発

：組む。 揮に取り組む。

l 基本目標｜農業産出等額 【現行：食料自給率（カロリーベース〉〕 基本目標 ｜農山漁村の交流人口 〔現行と同様〕

施策展開 取組目標 施策展開 取組目標
1地域の特性を生かした農村の活性化 1農山漁村地域資源活用取組ネットワーク参加件叡【改訂〕

1需要に応じた水田農業の推進 1米、麦、大豆の自給率（力口リ」ペース〕 【改訂］ 2多面的機能の発揮 2多面的機能の維持 ・発揮の疋めの地域活動を行う集落率 ［改訂】
2消費者ニーズに応える園芸等産地形成の促進 2産地改革に取り組む園芸等産地増加叡［改訂】 3 安全・安I~＼な農村づく り 3ため池や排水機揚等の整備により被害が未然に防止される面積
3畜産業の健全な発展 3高収益型畜産連携体叡 【改訂】 ［改訂）
4 農産物の生産・流通における安全・安I~＼の確保 4 みえの安全・安J~＼農業生産方式の産地での普及率 4中山聞地域農業の振興［新規］ 4中山間地域農業を起点とした雇用創出に取り組む集落叡【新規〕
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(2）基本施策E：農業の持続的な発展を支える農業構造の確立 ……ーH ・H ・....・H ・.. ・ ...・H ・........・H ・...・H ・.....・H ・－…・H ・H ・...・a・H ・H ・－”冒H ・H ・.....・H ・H ・.....・H ・....・H ・....・H ・........・H ・...・H ・.....・H ・..: 
本県農業が持続的「発展できるよー 意欲と経曽感覚「あ忘れる多様な農業経曽体の確保・育成「IJ): .. ... .. . ・H ・ .. .... ・H ・ . ... ...・H ・... . .. ・H・ ...・H ・ .. ...・H・ . .. .. ・H ・ . ... ・H ・－…...・H・.. .. ・H・.... ・H ・ . . . . .. . .. ・H ・... ・H・－….... ・H ・~.....・H ・－

」 つ、 」 I (4）基本施策N ：農業及び農村を起点としだ新たな価値の創出 、 1 
り組む。 県民の食仁対宮る多様な期待に応えるため、震を起点としだ新たな価値の創出と県産農産物の魅力発 ・l 

基本目標 農畜産経営体における法人経富体数 〔現行：農業経営体数（認定農業者等）】 信に取り組む。

施策展開 取組目標 基本目標｜県産農林水産物を買いたいと感じる県民比率〔現行 ：県産品に苅する消費者満足度】

1地域の特性を生かし疋農業の活性化 1地域活性化プラン策定叡 ： 施策展開 取組目標

2農地申間管理事業を核とした嘗震体制の確立 2人・農地プラン等を策定した集落の割合【政訂】 ・. l 1 ビ食県ジの産ネバ農ス産リの物ュ劃のー出チ魅工ーン構築「よる新たな 1 開［「改み訂え慧】コードイノベーション」から生み出される商ロ等の売上額3多様な農業経営体の確保・育成 3新規就農者叡 : 」 ロロ ． 
4農業生産基盤の整備・保全 4基盤整備を契機とした震地の担い手への集種率［改訂〕 、 : 2 力発信 会 2 により生み出された企業との連携 【改訂〕
5農畜産技術の研究開発と移転 5農畜産技術の開発成果が活用されだ商品等の叡 l 3イノベーションを担う人づくり 【新規〕 3 林水産ひと結ひ、塾（仮称）」における人材養成叡【新規〕
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第4軍推進体制の盤備
県、市町、農業者、関係団体等の担う役割を明確にい適切な役割分担のもと、連携 ・協創を基本姿勢とレて計画の推進｜こ取り組む。



｜ 新たな「三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する基本計画」施策展開の概要（案） ｜ 月lj添 1-2 

基本施策I 安全 。安ゅな鰻塵物の安定的な供給
・・・誠覧毒麗扇面・・・

・ 農業を若者にとって魅力のある産業としていくだめ、国内外における需要の取り込みなど、

「ちうかる農業」の実現に向けた戦略的な取組を促進

新たなマーケットの創出などを通じて、収益性と高｛寸加価値化を意識した農業を震開

行政による農薬等の生産資材や、米穀等の食品表示について適切な指導 ・監督を行うととも

に、生産、加工、流通に携わる人びとによる自主衛生管理の定着を促進

基本事襲名

1需要に応じた
水田農業の推
．進

2消費者ニーズに
応える園芸等産 a

地形成の促進

3畜産業の健全な

‘発展

4農産物の生産・
流通における安

全 ・ 安＇~＇の確保

基本施策E

主な施策展開の内容

・製粉事業者とのサプライチェーンの活用による小麦の生産拡大、需要に応じた
麦・穴豆、飼料用米等の生産j広大や地域の特性に応じた新たな作目の導入を促進
・地域ブランド米の育成や米穀事業者との連携による県産米のシェア拡大の促進
・県産米の日質問上に向けた、 IC T等の活用による高度管理技術の確立

・多樺な流通に対応できる戦略的な園芸産地の育成（野菜における加工業務用需要
への対応、果樹や茶などの輸出支援、芯き・沼木等の新品種導入〉
－伊勢志摩サミットなどのイベントを契機とした県産園芸産品の魅力発信

．畜産農家を核に関連産業等が連携する高収益型畜産連携体づくり
・自給飼料の生産拡大及び肥育素牛の県内生産体制の構築
・県産畜産物のブランド力向上と国内外販路拡大の促進
・家畜伝染病に係る防疫衛生体制の強化
－基幹食肉処理施設の機能充実と必要な施設整備の検討

・農薬等生産資材の適正な流通・使用や食品表示などの監視・指導
・産地へのGAP（農業生産工程管理〉や IPM C総合的病害虫管理〉の導入推進
．食の！安全性に関する情報の公開
・卸売市揚運営の安定化の促進

農業の持続的な発展を支える腿幾構造の確立
・・・rC~'F-:a量直面．．． ， 

力強い農業経営の実現に向け、経営の法人化・多角化や雇用力強化、経営規模の拡大なと、
創造的農業経営をめざす農業経営体を育成
農業の次世代への円滑な継京を図るため、パッケージで新規就農蓄を育成する仕組みの構築

や企業などの新たな参入を促進する環境を整備
震業の持続的発展に向け、優良農地の確保や農業の生産基盤の整備を推進

基本事業名

1地域の特世を生
かした農業の活
世化

2農地中間管理事
業を核とした富
農体制の構築

3多様な農業経営
体の確保 ・育成

4農業生産基盤の
整備 ・保全

主な施策展簡の陶容

・集落や産地などにおける 「地域活性化プラン」の策定 ・実践を促進
・新たな人材の参画・ 育成や活動規模のj広大など地域活動の発展を支援

・農地中間管理事業等の活用による農地の集積 ・集約化を推進
－．持続的な水田営農体制の確立に聞け、集落嘗農組織の育成と法人化を支援
・中山間地域等の条件不利水田の持続的な富農体制構築に向けた重点的な支援

・ICTなどの最先端按術の導入や6次産業化など、経営発展に向けだチャレンジを支援
・パッケージで新規就農蓄を育成する仕組みの構築、 UIJターン就農者受入環境の整備
．企業・福祉事業所等の農業参入を促進
－幅広い人材を呼び込むため大学生等を対象に就労体験を実施
・女性の就農や起業等を促進 ・仕事・育児等の両立を支援する仕組の導入を准進

「三重県農業農村整備計画（仮称〉 」に基づき、農業生産基盤の整備を推進
－優良な農地の維持・保全や有効利用を促進
・耕作放棄地の解消や未然防止苅策を推進
・災害からの早期復旧に備え、土地改良区や農業団体などのBc P作成を支援

5農畜産技術の研 ・機能性農産物に係る生産技術やICT・ロポット按術を活用した高昂質安定生産按術の
究開発と移転 確立、 ‘省力かつ安定生産が司能な新品種の開発 守

・開発した技術等の農業者や食品産業事業者等への移転を通じだ新だな商品やサービ
スの提供促進

基本施策E
・・m;-.,r.;証言亘語圏・・・

地域の特性を生かした農相の撮興と
多面的傷能の維持発揮

農村で新しい価値を創出し、 若者の雇用創出を通じた定住につなげていくため、地域の魅力

を生かレた地域活動の発展を支援

安1ei1して快適！こ暮らすこと力Tできる農村づくりに向け、地域防災力の強化、 生活環境の整備、

及び多面的機能の維持・発揮のだめの取組を支援

獣害につよい農村づくりに向け、総合的な取組を展開

枠 I I

1地域の特性を生
かしだ農村の活性
化

2多面的機能の維
持 ・発揮

· 3安全・安＇~＇な農村
づくり

主な飽策展開の内容

・豊かな自然を生かした交流や若者の移住につながる取組、農家レストラン等地
鼠資源を活用しだ倍加価値向上の取組を促進
・子ども ・学生グループによるふるさと ・自然体験や企業との交流活動を促進

・多面的機能を支える共同活動を支援 1

－地域資源の保全活動や票観形成活動への多樺な人材の参画を促進

・農業用ため池や排水機I雲、農道橋等の老朽化刻策や耐震対策を実施
．生活環境や生産基盤の整備の計画的な実施

4中山間地域農業の ，・関係機聞が参画する 「農村雇用創出プロジェクトチーム」の設置により、地域
振興 の特性に応じた雇用の創出や若者の移住等に向け疋プロジェクト活動を展開

・中山間地鼠等の農地の耕作放棄の未然防止に向け、生産条件に関する不利を補
正するための支援を実施

5獣害につよい農村 ・獣害苅策に取り組む集落づくりに向け、 「体制づくり」と 「被害防比」を准進
づくり ・野生獣の生息叡推定等を基礎とした個体凱調整を行う「生息数管理」を実施

・獣肉の品質衛生管理の普及などにより「獣肉等の利活用」が進む環境づくりを
推進

基本施策N 農業及び鰻柑を起点とした新定な価値の創出
~；.，r.通語直面・・・

地域の特徴を生かした競争力のある農産物の生産に向け、産学官の連携による新たなビジネス

の創出や食のバリューチ工ーンの構築、イノベーションを担う人づくり等を実施

県産農産物の認知度向上に向け、企業等と連携しながら、新たな価値や魅力を的確に消費者の

皆さんに伝えていく取組を実施

1食のバリュー
チェン構築による
新たなビジネスの
創出

2県産農産物の魅力

’発信

3イノベーションを
担う人材づくり

主な施策展開の内容

・みえフードイノベーションの形成等を通じ、農産物の高付加価値化やブランド
化に挑戦する取組を支援
・食のバリューチェーンの構築や農産物の機能性を生かレた高附加価値化、6次
産業化を促進

－「三重ブランド」に代表される地域の農林水産物の価値を伝える取組を企業等
と連携しながら推進
・来県者も意識した地産地消や食育を挺進
・環境にやさしい農業への消費者の理解増進を図る取組を実施
．県産震産物の輸出促進
・首都圏営業拠点、関西事務所との連携により、県産農産物の魅力を発信

・食の人材ネットワーク「みえ農林水産ひと結び塾 〈仮称）」によるワーク
ショ ッブ等の開催や人材養成講座の開設



｜ 第1章総則 ｜ 
＜目的＞
南海トラフ地震の被害については多岐にわたって想定されるが、

その中でも特に津波による被害は面的に大きく、本県農業の復興
の最重要課題と考えられることから、津波による被災農地および農
業用施設の速やかな復旧と円滑な営農再開につながる体制整備
や対策を構築する考え方を示すものとして策定します。
く想定事象＞
南海トラフ地震に伴う津波が発生した場合を想定する。

＜計画のステージと業務継続の基本方針＞
平時における事前対策、災害発生後おおむね2～3週間程度の

応急業務、それ以降の復旧・復興業務での取組を整理する。また、
次の方針に基づいて取り組むものとします。
①余震に配慮するなど、県民の生命・身体・財産の保護を優先L

たうえで、早期の営農再開を目指す。
②通常業務を必要最小限に止めるなど、柔軟な対応を行いつつ、
営農再開に向けた人員や資材の確保・配分を行う。

役仰向山訟；噌聖甑Ii~

く前提となる被害想定＞
農業版BCPを策定するにあたっては、県防災対策部が策定した

津波浸水予測の「過去最大クラス」を想定する。
なお、併せて「理論上最大クラス」についても参考調査する。

＜震度＞
「過去最大クラスJの地震では、県南部の大半と伊勢湾沿岸部で、

震度6弱、伊勢志摩地域の沿岸部を中心に震度6強を想定。

＜津波＞
「過去最大クラス」の地震にともなう津波によって、伊勢湾沿岸部

を中心に約7,OOOhaの農地が浸水すると想定されている。
＜浸水区域における農業用施設＞
浸水区域に存在する基幹農業用施設等については以下の通り。

圃瞥樟揖曜諸臨話盗ii

①農地

②排水機場 109箇所 125箇所

③揚水機場 22箇所 28箇所

④樋門、樋菅 8箇所 8箇所司

ー⑤ため池 20箇所 32箇所

⑥共同乾燥調製施設 3箇所 5箇所

⑦共同育苗施設 1箇所 2箇所

⑧共同出荷施設 調査中 調査中

⑨園芸施設 調査中 調査中

⑩畜舎 r 14戸 ， 18戸

［；·~~~－－~－~＜·＇.：.：：~Y· ：：＿；：~ぷ；二i~C褒嘗；蚕注賎；！：己記潟低嗣：袋動請；；~；·，二一三4
＜営農再開に向けた体制の整備＞ ＜農作物の応急業務＞

南海トラフ地震による被災農地・農業用施設等を早期に回復するため、県

災害対策本部等における役割を踏まえつつ、「三重県農業復旧・復興本

部（仮称）」を設置し、円滑な営農再開を目指す。
唱国盟 国 国 諸 国 国 盟 国 園 出 自 己 ＝ ＝ 司 唱 ＝ ＝ ＝ 国 盟 国 国 盟 国 盟 国 盟 諸 盟 国

作物や栽培ステージによって対

応が大きく異なることから、あらかじ

め、応急措置の内容や栽培継続の

可否判断基準について整理する。

＜家畜等の応急措置＞l三重県農業復旧回復興本部（仮称） 1111地域農業復旧・復興本部（仮称）

Ill＜活動内容＞ 1111 ＜活動内容＞

｜ 県全体の被害実態の把握 lin・各地域における被害実態の把握

l・県災害対策本部や国等との調整 1111・県本部、関係団体との調整

家畜伝染病の発生および拡大を

防止するため、生存している家畜の

緊急避難所の確保、死亡した家畜

の処理方法等について整理する。じ己主立まで~＇＝~€＝＝~L諾E書記詩書J込国詔国
f：：；片山；ぷ営震繭ままめ支援三

＜農地・農業用施設復旧までの行程＞ ＜営農再開に向けた体制の整備＞

南海トラフ地震が発生し、津波等による農地及び農業

用施設に被害が発生した際の対応の流れを整理する。

農畜産業者ぺの意向調査、営農再開計画の作成支

援など、被災時における営農再開までの取組の手順に

ついて流れを整理する。炉魁幽国言語話器錨鎚幽盤雲監設関誌留訟盟副盟諸民謡盤闘記訟謝。

O復旧の手順

災害発生

被害状況の把握（浸水範囲、施設の被災状況等）

地区毎に農業用施設のダメージを把握

排水作業の実施（実施順位の確認）

＜浸水農地における除塩＞

浸水地域において迅速に営農を再開するため、除塩

の基準や手法等を整理する。（除塩マニュアルの作成｝

＜水稲品種の耐塩性情報の提供＞

主要水稲品種（コシヒカリ・みえのゆめ・あきたこまち・

三重23号）の耐塩性データを整理する。

＜安定生産に向けた技術支援＞
II 

がれき除去、水利調整、農地農業用施設の復旧 II 除塩を行ったほ場で、は、土壌環境が変化し、生産が

安定しないことから、安定生産に向けた土壌環境の改

善技術等を整理する。

II 
営農再開に向けた取組 II 

II 
IJ：＝出世 E 盟国詰盟国盟国国語詰自白詰沼沼田宮詰詰措占

l聞 く農業
効率的な農業の復旧・復興を行うため、土地改

良区やカントリーエレベーターなどの共同利用

園 施設を管問A町一仰のBC
ーP策定を促進する。

＜県版BCPと関係団体BCPの連携＞

土地改良区、］A等がそれぞれBCPを策定す

るだけでなく、 円滑な復旧・復興に向け、県版

BCPやそれぞれのBCP間での協力体制等の構

築を促進する。

＜農地等の復旧に関する考え方の共有＞

行政、農業者、関係団体等が連携してどのような手順で農地・

農業用施設の復旧を行うかを平時から認識を共有しておく。

＜農業用施設等の施設台帳のバックアップ＞

災害で施設が破損した際に、迅速な対応が可能となるよう、施

設台帳等のバックアッフ。を行っておく。

＜災害時における情報収集手順の整理＞

効率的な災害復旧を行うため、あらかじめ災害時における情報

収集の手順等を策定しておく。

＜被災農家等の相談窓口設置の体制整備＞

被災農家向け相談窓口の設置についての体制を整備しておく。



1 策定の趣旨

平成24年3月！こ『三重県水産業・漁村振興指針Jを策定

し、この指針に沿って水産業の成長産業化等に取り組ん

できた。

このような中、養殖飼料の高騰や大規模地震への危機
感の高まりなど、様々な情勢変化が見られることから、

『みえ県民力ビジョン・第二次行動計画（仮称）Jの策定に

あわせ、あらためて三重県の水産業と漁村のめざす姿を

明確にし、水産王国三重の復活に向吋た施策の展開方
向を見直す。

2 指針の位置付け

新指針は、これまでの指針同様、漁業者、水産関係団
体、市町、、県等が10年後を見据えて、水産業・漁村の振
興に取り組むガイドラインと位置付ける。

【現在の指針の記述】

1 漁業者の生活が安定し、後継者に責任を持って引き継

げる水産業の実現

2 さまざまな世代の人々が生き生きと働き、住み続けたい

、訪れてみたいと思う豊かな漁村の確立

3 自然の保全・再生を進め、豊かな魚介類を育む水産業・

漁村の展開

以下の方向に従い、めざす姿、施策の展開や施策を構成
する事業の見直しを行う。

【見直しの方向】

1 地域の人口が減少する中にあって、漁業が元気である

ことにより、活力ある地域となるよう各種取組を推進

2 そのためには、所得を増加させることが必要であり、収

入を増加させ、文は支出を減少させる取組を推進

3 多様な価値観があることから所得の額のみにとらわれ

ない、 j毎や漁村に人が集まる「魅力ある水産業」を実現

4 rみえ県民力ビジョン・第二次行動計画（仮称）」の見直し

に合わせ、『高い付加価値を生み出す水産業の確立Jや

『水産業の担い手の確保ー育成」等を推進

5 災害に強い水産業・漁村づ、くりをめざして、漁港・漁港

海岸の防災滅災機能を強化するとともに、水産業の早期

再開にむけた事業継続計画を策定

『三重県水産業・漁村振興指針」の概要（案） 即日恭 3 

1 現状と課題
(1）水産資源・漁業生産の減少

－漁業生産額、は、昭和59年のl,248億円をピークに減少し、平成25年
には＿462億円に。

－県内のアサリ 7j(揚量は、 1万5千トジ（S57年）をピークに5百ト
ンCH26）へ減少

(2）漁業者の急速な減少と高齢化
－漁業就業者数は17,00"5人（H5）から7791－人 CH25）へ約9千人減少
・65歳以上の漁業就業者の割合は、 49.6% (H25）を占め、全国平均

(35. 2%－）を大きく上回る

(3）他県に比べて小規模な養殖業者
－マダイ養殖漁家の 1経営体あたり生産量（38トン・ H25）は、愛媛

県の 5分の l
－真珠養殖漁家の 1経営体あたり生産量 Cl3.8kg • H25）は、長崎県

の6分の 1
・黒ノリ養殖漁家の 1経営体あたり生産量（190万枚・ H26）は、佐賀
県の半分、兵庫県の3分の l

1 施策の展開
( 1 ）高い付加価値を生み出す水産業の確立

六次産業化の推進や輸出の促進、水産物の消費拡大、魚食普及、
海女漁業の振興、安全・安心な養殖業の促進等によりも県産水産物

の高付加価値化を図る。

目標 ｜県産水産物の輸出取引成立件数（累計）

〈主な取組〉
①六次産業化、輸出の促進、魚食普及、安全・安心な養殖の促進
②「浜の活力再生プラン」の策定・実践に取り組む漁業者等を支援

( 2）水産業の担い手の確保 ・育成
「もうかる水産業」の実現、漁村の活性化に向けて定めた「地域水

産業・漁村振興計画」等を実践していくための組織体制の強化と入
材の育成を図る。

｜ 目標 ｜新規漁業就業者数（峨未満）

〈主な取組〉
①多様な担い手の育成確保
②県ー漁協の実現を見据えた漁協経営基盤強化の促進

2 漁業種類別の取組

(4）資材価格の高騰

－原料魚の資源悪化や世界的な需給のひっ迫により、輸入魚粉価格は
7万円／トシ CHI7）から19万円／トン CH27）へ高騰

(5）水産物消費の低迷
，・食用魚介類の 1人当たり年間消費量は、ピークの40.2k g／人 CH13)

から27.Okg／人 CH25）へ減少
(6）南海トラフ地震など大規模地震への対応

－南海トラフ地震の今後30年以内の発生確率が70%程度といわれるなか、

漁港施設、漁港海岸の耐震化が進んでいない

2 指針策定以降の取組
－指針策定以降にスタートした「海女漁業の振興」、 「輸出促進」 「担い

手の確保Jなど、水産業の成長産業化に向けた取組

・三重県水産物の消費喚起事業立I27～）
－未利用資源であったアカモクの販売を開始
・海女の漁獲物「海女もん」であることがわかるシールを製作し、その
シールを貼付した商品を販売

－漁業者による漁師塾の開催と受講者の地元定着
．合併漁協による直販事業等の展開

－水福連携や地域おこし協力隊などによる新たな担い手の漁業参入

( 3）資源管理・漁場環境保全等の推進
漁業者による資源管理体制の構築を進め、持続的な生産が可能な水産業

の確立をめざす。また、水産生物を育む干潟・藻場の再生、保全等に取り
組む。

目標 ｜資源管理に参加する漁業者数の割合

〈主な取組〉
①資源回復や資源管理の徹底 ②栽培漁業の推進

(4）水産基盤の整備 ・保全
漁港、漁港海岸、共同加工施設などの整備により、安全で生産性の高い

水産業と、それを支える安心で快適な漁村の構築を図る。

目標 ｜耐震岸壁の整備を行った拠点漁港数（累計）

〈主な取組〉
①拠点漁港、共同加工施設整備 ②漁港海岸耐震化や漁港施設長寿命化

③集落排水施設の整備

漁船漁業、養殖漁業、内水面漁業むどについて、漁業種類別に取組の展開を記載

O三重県水産業・漁村振興指針の推進にあたっては、県、市町、水産関係団体、漁業者等が適切な役 Oそれぞれの地域や漁業種類別に課題を共有する漁業者等が、自ら水産業・漁村の活性化に取り組む「地域

割分担のもと連携、協力し、めざす姿の実現に向け取り組みます。 ’ 水産業・漁村振興計画」について、関係機関が連携して支援します。

～漁業者等との意見交換～

漁業者や水産関係団体、有識者等800人を目標に意見交換を行い、漁業者等の意見を踏まえ指針を策定


